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■社長が情報化推進責任者に
なった日

社長（CEO：最高経営責任者）

が情報化推進の責任者（CIO：最

高情報責任者）になったらどうな

るだろうか。また、社長にシステ

ム部門の経験者が就いたらどうな

るだろうか。さまざまな企業のシ

ステム部門長から、はかばかしか

らざる情報化の現状を聞くとき、

心にこのような姿を描かないでは

いられない。

実は、そんなことが日本の大手

企業でも起きている。

1995年、三菱商事の槇原稔社長

（当時）が自ら情報化推進責任者

へ就任、トップダウンで、情報通

信技術の社業全般への活用を目指

した業務改革に取り組むことを宣

言した。また、毎年200億円を超

える情報化投資を実施し、徹底し

た社内情報化を進めるほか、イン

ターネットなどを使った新ビジネ

スの開発にも力を入れることを公

表した（『日本経済新聞』1995年

12月31日）。これらは新たな試み

として話題を呼んだ。

1990年代というのは、商社にと

って２つの意味で大きな変革期に

あったといえる。

１つは、商社を取り巻く経営環

境が大きく変わりつつあったこと

である。商社不要論なるものはす

でに1980年代以降いわれ続けてい

たが、流通の規制緩和が行われ、

商流機能、物流機能など商社の主

要機能の優位性が不安定化した。

もう１つは、情報技術が大きく

変わりつつあったことである。い

わゆる統合業務パッケージが日本

に上陸した。業務を共通化して企

業の効率をさらに向上し、共通化

された業務から集められた情報を

統合、集約し、経営管理に役立て

るという考え方を統合業務パッケ

ージという形にした情報技術が、

企業のあり方を変える駆動力にな

ったのである。

経営環境と情報技術の２つの大

きな変革が、社長自らに情報化推

進責任者就任宣言を発するに至ら

しめたのだろう。槇原社長が情報

化推進責任者であった期間中、統

合業務パッケージ、データウェア

ハウス、エクストラネットなどが

導入された（『日経コンピュータ』

などより）。

このような情報基盤の刷新スピ

ードの速さには、情報技術の進歩

に加え、社長が情報化推進責任者
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になったことによる、意思決定の

迅速化が功を奏しているものとい

える。

■社長が情報化推進の
強力な後ろ盾になった日

1998年、ソニーの出井伸之社長

は、｢開発、設計、調達、生産、

物流から販売まで最高のサプライ

チェーン（供給連鎖）を構築する

ことにより、収益を向上させるべ

く努力を続ける」ことを「アニュ

アルレポート1998」で宣言した。

併せて、その支援をするための戦

略部門である「コーポレートISソ

リューションズ」を確立した。

このコーポレートISソリューシ

ョンズは、本社組織の一部であっ

たシステム部門と各カンパニーに

属していたシステムのスタッフ

を、出井社長の下に直結する形で

統合した組織である。

国内約400人、世界で3000人を

超える要員を有するコーポレート

ISソリューションズの最高責任者

には、システム部門への在籍経験

のない久保田陽氏を就けた。他の

カンパニーのトップと同等の権限

を与えて執行役員とし、プレジデ

ントという呼称も与えた（｢アニ

ュアルレポート1998」および『日

経情報ストラテジー』1998年10月

号）。

ソニーはいち速く分権化、分社

化の道を踏み出し、カンパニー制

を確立するに至った。つねに小さ

く機動的な知的企業を念頭に置い

た経営を行ってきたといえる。

その一方で、同社はカンパニー

制の弊害にも気づいている。各カ

ンパニーは各ミッションに従っ

て、その事業領域、業務領域の中

で個別最適化する方向で経営資源

を配分する。すると、グローバル

レベルのグループ最適化を達成す

ることが困難になってしまう。

カンパニー制の弊害を排除し、

夢を実現するために、ソニーはシ

ステム部門の組織改革を必要とし

たのだろう。

①システム部門を社長直下の組

織とし、

②システム部門に各カンパニー

と対等に渡り合える地位と権

限を与えることで求心力を持

たせ、

③システムのスタッフをカンパ

ニーを超えて統合し、

④相互の人事異動などの交流を

促進する。

こうすることで、スキル・ノウ

ハウの有効活用を図り、地域、事

業を超えたグローバル・サプライ

チェーンの構築などのビジネスプ

ロセスの大革新を迅速に行えるよ

うにしたのだ。

■社長と情報化推進責任者の
阿吽の呼吸

業務改革や情報化投資領域の決

定や改革のために活用する情報技

術の選定が、企業の生き残りに重

要な要因となる企業では、これら

の意思決定は的確かつ迅速でなけ

ればならない。業務改革や情報化

投資領域の意思決定は社長が担う

べき責務といってよいだろう。

通常であれば、社長の下で、事

業担当役員、財務担当役員、人事

担当役員などが各担当分野ごとに

意思決定のための情報を収集・整

理し、意思決定を仰ぐ。その後、

改革のために活用する情報技術を

選定、推進していく。

情報技術に著しい変化のない場

合であれば、このような意思決定

の流れでよいだろう。しかし、社

長に対して意思決定のための支援

が必要になる場合がある。すなわ

ち、①情報技術の変革によって、

従来は投資が有効とは思えなかっ

た業務変革や情報化が可能になっ

た場合、②情報技術が未成熟のた

め情報化投資が有効ではない場合

──である。

社長の情報技術活用にかかわる

意思決定を支援するのが、情報化

推進責任者の重要な役割である。

社長の意思決定に資するために、

情報化推進責任者は情報技術につ
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いての知見がなければならないこ

とはいうまでもない。ただし、そ

の知見は情報化推進責任者個人が

持つ必要はなく、スタッフやコン

サルタントに任せればよい。

社長と情報化推進責任者の関係

において重要なのは、むしろ情報

技術をビジネスのなかでとらえ、

その有効性や効果、時には無効性

を的確に伝えることにある。何よ

り阿吽（あうん）の呼吸が重要に

なるのだ。

阿吽の呼吸のためには、協働の

経験や成功体験の共有、それらを

通じた信頼関係が重要になってく

るのだろう（図１）。

■情報化投資の評価方法の
確立

的確かつ迅速な情報化投資の意

思決定のためには、人間相互の信

頼関係の上に、意思決定を支える

仕掛け、制度が必要になる。意思

決定が的確であるためには、情報

化投資の評価方法が確立されてい

る必要がある。また、迅速である

ためには、社長直下に情報化推進

責任者が位置づけられなければな

らない。

まず、情報化投資の評価方法に

ついてである。企業の的確な情報

化投資を阻む要因としては、次の

３つがある。

①全社横断の視点の欠如

②目標（達成すべき財務指標）

と手段（情報化）の乖離

③既存資産不良化の未防止

①の全社横断の視点の欠如と

は、各事業ごとの最適化を目指す

あまり、全社最適を達成すること

ができなくなることを指す。たと

えば、さまざまなパソコンを各部

門ごとに導入してしまったことに

よって、システムを各パソコンご

とに対応できるようにしなければ

ならなくなり、開発・保守投資額

が増えてしまうことがあげられ

る。

②の目的と手段の乖離とは、情

報化の効果が財務指標に連結され

ていないことを指す。情報化をし

ただけでは財務上の効果にはつな

がらない。組織や人事戦略の変革

も必要になろう。場合によっては

関連企業との商習慣さえ変更しな

ければならない。それら関連する

施策を打たずして効果を刈り取る

ことはできない。達成すべき財務

目標に向け、情報化と業務変革を

併せて推進する必要がある。

③の既存資産の不良化の未防止

とは、老朽化したハードウェアや

業務に適合しなくなったシステム

を、何の手を打つこともなしに放

っておくことを指す。減価償却に

合わせて、あるいは情報技術の趨

勢を見極めながら、ハードウェア

やソフトウェアを棚卸しすること

が重要である。棚卸し、入れ替え

を行わないでいると、情報化によ

る効果を享受できない。

情報化投資の的確な意思決定に

際しては、社長と情報化推進責任

者との間、および他の役員との間

で、情報化投資の評価方法が明確

になっていることが重要となる。

■情報化推進責任者の
地位の向上

次に、情報化推進責任者の地位

についてである。企画の迅速な情
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報化投資を阻む要因としては、次

の２つがある。

①社長に行き着くまでの長い意

思決定の階段

②情報化推進責任者の他の役員　

との相対的な地位の低さ

①の長い意思決定の階段とは、

社長の意思決定を仰ぐまでに必要

な調整が多いことを指す。情報化

推進責任者をシステム部長にする

と、担当取締役に、次いで担当常

務、そして担当専務、副社長と上

げていかなければならない。それ

にさまざまな会議が加わると、数

ヵ月がすぐに経過してしまう。

②に関しては、情報化が企業の

優位性を確保するために重要であ

ればあるほど、情報化推進責任者

の地位は高くするべきである。た

だし、情報化推進責任者と実際に

情報技術を調査し活用方針を練る

組織との距離が離れては意味がな

いため、直接に報告できるように

する。

情報化推進責任者の相対的な地

位の低さは、システム構築の発注

者と受注者の関係をそのまま引き

継いでいることに端を発している

と考えられる。現在の企業の情報

化推進責任者の役割は、システム

をつくることではなく義務を改革

することであり、情報化の効果を

財務指標に連結して実現するため

にも、組織や人事戦略への関与、

場合によっては事業そのものへの

関与が必要になっているのであ

る。情報化推進責任者の相対的な

地位の向上が期待されるゆえんで

ある。

■社長にシステム部門の
責任者が就いた日

さて、日本初の商用コンピュー

タが導入されて約40年を経た。そ

ろそろシステム部門の経験者が社

長に就いてもいい頃だと思ってい

たが、なんと金融機関で実現した。

静岡銀行の松浦康男頭取で、1999

年６月に就任した。松浦頭取は、

1965年入行、86年第三次オンライ

ン開発室主任推進役、89年システ

ム部副部長と、システムを経験さ

れている。

本稿では、情報化の先進企業を

例にあげて、①社長と情報化推進

責任者の間に必要な阿吽の呼吸、

②情報化投資の評価方法の確立、

③情報化推進責任者の地位の向上

──について述べた。

すべての企業がこのようになる

必要、必然性はない。しかし、経

営環境が激変し、優位性確保のた

め情報技術の活用が必須となる企

業にとって、情報化の意思決定を

的確かつ迅速に行うためには、こ

れら３つのポイントを押さえた意

思決定機構づくりが重要となるこ

とは間違いがない。

『システム・マンスリー』

1999年12月号より転載

譲原雅一（ゆずりはらまさいち）

システムコンサルティング部上級コン

サルタント
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